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第１章  総   則 

（目  的） 

第１条 この規則は、別に定めがあるもののほか、本組合の会計事務について必要な事項を定めることを目的と

する。 

（事務処理の原則） 

第２条 会計事務の取扱者は、法令、条例及び規則の定めるところに従い、公正、確実かつ迅速にその事務を処

理しなければならない。 

（証拠書類の保管） 

第３条 会計管理者は、その所掌事務に係る出納に関する証拠書類を保管しなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

 

第２章  金 銭 会 計 

第１節  通   則 

（会計管理者への予算の流用等の通知） 

第４条 歳出予算を流用したとき、予備費を充当したとき又は予備費の不用額を戻入したときは、管理者は、予

算整理書により会計管理者に通知しなければならない。 

（昭４７規則１、平１９規則２一部改正） 

（収支計算書） 

第５条 会計管理者は、毎月分の収支計算書を翌月１０日までに監査委員に提出しなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（出納証拠書類の取扱い） 



第６条 納入通知書、支出命令書その他現金の出納に関する書類（以下「出納証拠書類」という。）は、次に定め

るところにより取り扱うものとする。ただし、会計管理者が特別の理由があると認めるときは、会計管理者が別

に定めるところにより取り扱うことができる。 

（１） 金額、所属年度及び予算科目（目、節及び細節を含む。以下同じ。）については、出力表示（電子計算機

処理により印字装置を用いて出力することにより文字等を表示することをいう。以下同じ。）の方法により

表記するものとすること 

（２） 出力表示の方法により表記された事項については、訂正してはならないこと 

（平１２規則２、平１９規則２一部改正） 

（払戻及び戻入の手続） 

第７条 歳入の払戻については、支払の手続を、歳出の戻入については、収入の手続の例による 

第２節  収   入 

（納入通知書等の発行） 

第８条 納期の定めがある歳入は、納期限の７日前までに、臨時に収入する歳入については、そのつど、それぞ

れ納入通知書を発行しこれにより納入義務者に納付させなければならない。ただし、補助金その他その性質上納

入の通知を必要としない歳入については、納付書（収入命令書を含む。以下同じ。）により収納するものとする。 

（昭４７規則１一部改正） 

第９条 事務局長は、定期に納入通知をした歳入については、同時に歳入調定額通知書を作成して、会計管理者

に送付しなければならない。 

２ 随時に納入通知書を発行して収入する歳入及び性質上納入通知書によりがたい歳入については、そのつど歳

入調定額通知書を作成して会計管理者に送付しなければならない。 

３ 補助金等の交付決定の通知があった場合において、その通知に基づき当該補助金等の交付請求をしたときは、

事務局長は、歳入調定額通知書を作成して、これを会計管理者に送付しなければならない。 

４ 歳入の調定の取消し又は更正をしたときは、事務局長は直ちに歳入調定額通知書の左肩に取消又は更正を出

力表示の方法により表記し、会計管理者に通知しなければならない。 

（昭４７規則１、平１２規則２、平１９規則２一部改正） 

第３節  支   出 

（支出命令書の発行） 

第１０条  支出命令書は、支出の原因となるべき契約その他の行為（以下「支出負担行為」という。）に係る債務

が確定した後でなければ発行することができない。 

２ 支出命令書を発行する場合は、予算科目中の目及び債権者ごとに作成し、債権者の請求書を添付しなければ

ならない。ただし、請求書を徴することが困難な場合は、支払調査をもってこれに代えることができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合においては、１の支出命令書によることができる。 

（１）  予算科目が同一で同時に２名以上の債権者に支払う場合 

（２）  その他会計管理者が特別の理由があると認める場合 

（平１２規則２、平１９規則２一部改正） 

（支出命令書の送付期限） 

第１１条  支出命令書（振替命令書を含む。以下同じ。）は支払期日又は支払予定日のあるものについては、支払

日の３日前までに会計管理者に送付しなければならない。この場合においては、当該支出命令書の上部左端に符

せんを付し、これにその支払期日又は支払予定日を明記するものとする。 

２ 年度経過後前年度予算の執行に属する支出命令書は、５月１０日までに会計管理者に送付しなければならな



い。ただし、次の各号の１に該当するものは、この限りでない。 

（１）  歳計剰余金の翌年度歳入への繰越しに係る振替命令書 

（２）  基金に繰り入れる歳計剰余金で出納閉鎖期に至るまで計数の確定しないものに係る振替命令書 

（３）  予算科目の誤りを訂正する振替命令書 

（昭４７規則１、平１９規則２一部改正） 

（支出負担行為の確認） 

第１２条  会計管理者は、支払命令書の送付を受けた場合において、当該支出負担行為が法令、条例、規則若し

くは予算に違反していること、又は当該支出負担行為に係る債務が確定していないことを認めたときは、当該支

出命令書を事務局長に返付しなければならない。支出命令書の記載に過誤があることを認めた場合においても、

また同様とする。 

２ 前項に規定する債務の確定の確認を行なうため必要あるときは、会計管理者は、当該支出負担行為について

実地に調査することができる。 

（平１９規則２一部改正） 

（支出負担行為の事前審査） 

第１３条  支出負担行為で、その内容が法令若しくは予算に照らし疑義があるもの又は重要なものについては、

事務局長は、その内容を示す書類を作成し、これを会計管理者に送付し、その審査を受けなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（会計管理者の支払） 

第１４条  会計管理者は、支出命令書により支払をする場合においては、領収欄に債権者の領収印を押印せしめ

又は別に領収証書を徴したうえ、現金により支払うものとする。 

２ 前項の方法により支出をするときは、管理者等は、債権者に請求書に必要事項を記載させ、または、必要事

項を記録した書類を請求書に添付させなければならない。 

３ 会計管理者は、口座振替の方法による支出を行う場合は、当該支出に係る支出命令書の内容を記録した電磁

的記録媒体を、本組合取引金融機関に送付するものとする。 

４ 恒常的に支払う経費、多数の債権者に同時に支払う経費、その他の経費についてあらかじめ債権者から管理

者等に口座振替払いの申し出があるときは、第２項及び前項の規定にかかわらず、債権者の預金口座及び振替金

額に係る情報を本組合の使用に係る電子計算機に記録する口座振替の方法により支出することができる。 

（平１９規則２、平２３規則１０一部改正） 

（小切手の取扱方法） 

第１５条  小切手の券面金額は、訂正してはならない。 

２ 小切手の券面金額以外の記載事項を訂正する場合は、その訂正を必要とする部分に２線を引き、その上部又

は右側に正書し、かつ、当該訂正箇所の上方の余白に訂正した旨及び訂正した文字の数を記載して会計管理者の

印を押さなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（債権者の領収印） 

第１６条  債権者が支払を受ける場合に使用する領収印鑑は、請求書又は支払調査の印鑑と同一の印鑑でなけれ

ばならない。 

２ 領収印鑑で他に照合するものがないときは、当該印鑑につき印鑑証明書を提出させるものとする。ただし、

事務局長が債権者の印鑑であることを証明したときは、この限りでない。 

（平１２規則２一部削除） 



（資金前渡） 

第１７条  次の各号に掲げる経費については、職員をして現金支払をさせるため、当該職員にその資金を前渡す

ることができる。 

（１）  遠隔の地又は交通不便の地域において支払をする経費 

（２）  給与その他の給付 

（３）  社会保険料 

（４）  官公署に対し支払う経費 

（５）  事業現場その他これに類する場所において支払を必要とする経費 

（６）  非常災害のため即時支払を必要とする経費 

（７）  賃金 

（８）  交際費 

（９）  会費その他これに類する経費 

（昭４７規則１、平１２規則２一部追加） 

（資金前渡の取扱い） 

第１８条  資金前渡を受けた者は、金融機関に現金を預金するとともに、現金出納簿を備え、出納のつどこれを

整理しなければならない。ただし、直ちに支払を要する現金又は少額の現金については、この限りでない。 

（平２３規則１０一部改正） 

（資金前渡の精算） 

第１９条  資金前渡を受けた者は、用務修了後１０日以内に精算書を事務局長に提出するとともに精算残額を会

計管理者に返納して精算しなければならない。ただし、常時の経費については、精算残額を順次精算期後に繰り

返して使用することができる。 

２ 前項の精算書には、支払明細書及び証拠となるべき書類を添付しなければならない。ただし、弔祭料、供花

料等の支払で証拠となるべき書類を徴することができないものについては、事務局長の支払認証を受けるものと

する。 

３ 事務局長は、第１項の精算書の提出を受けたときは、その精算に係る更正命令書を発行し、当該精算書とと

もに会計管理者に送付しなければならない。ただし、第１７条第２号に掲げる経費については、この限りでない。 

（昭４７規則１、平１２規則２、平１９規則２一部追加） 

（精算の更正手続） 

第２０条  資金前渡の精算において、金額の更正を必要とする場合は、次の各号により整理しなければならない。 

（１）   精算により残額を生じた場合においては、納付書により戻入するものとし、その領収証書は、証拠書

類として精算書に添付すること 

（２）   精算により不足額を生じた場合は、当該不足額につき請求書を作成し、これを精算書とともに事務局

長に提出すること 

（３）   前号の請求書には当該不足額にかかる支出命令書を添付し、更正命令書とともに会計管理者に提出す

ること 

（平１９規則２一部改正） 

（資金前渡者の事務引継ぎ） 

第２１条  資金前渡を受けた者が、その用務の中途において退職するときは、すみやかに精算をしなければなら

ない。 

２ 資金前渡を受けた者が、死亡その他の事故により自ら精算することができないときは、事務局長は、他の職



員に命じて精算させなければばらない。 

（平２３規則１０一部改正） 

（概 算 払） 

第２２条  次に掲げる経費については、概算払をすることができる。 

（１）  旅  費 

（２）  官公署に対して支払う経費 

（３）  補助金、負担金及び交付金 

（４）  保険料 

（昭４７規則１、平１２規則２一部追加） 

（概算払の精算） 

第２３条  概算払を受けた者は、その用務修了後１０日以内に精算しなければならない。 

２ 事務局長は、前項の精算にかかる更正命令書を発行し、精算書とともに会計管理者に送付しなければならな

い。 

３ 第２０条の規定は、精算について準用する。 

（昭４７規則１一部削除、平１９規則２一部改正） 

（前 金 払） 

第２４条  次に掲げる経費については、前金払をすることができる。 

（１）  官公署に対して支払う経費 

（２）  補助金、負担金、交付金及び委託金 

（３）  前金で支払をしなければ契約しがたい請負、買入れ又は借入れに要する経費 

（４）  定期刊行物の代価、定額制供給に係る電燈電力料、日本放送協会の放送受信料及び有線テレビジョン放

送の受信に係る料金 

（昭４７規則１、平１２規則２一部改正） 

（前金払の報告） 

第２５条  前条の規定により前金払をしたときは、その用務終了後、事務局長は、前金払報告書により会計管理

者に報告しなければならない。ただし、前条第１号及び第４号に掲げる経費については、これを省略することが

できる。 

（昭４７規則１、平１９規則２一部改正） 

（資金前渡等の表記） 

第２６条  資金前渡、概算払又は前金払の規定に基づく方法により支出する場合においては、支出命令書の支出

区分欄にこれらの方法のうちいずれか該当するものを出力表示の方法により表記しなければならない。 

（平１２規則２一部改正） 

（支出命令書の支払不能） 

第２７条  削  除 

（昭４７規則１削除） 

（支出命令書の無効） 

第２８条  ５月３１日までに支払を終了することができない前年度予算の執行にかかる支出命令書は、無効とす

る。この場合においては、会計管理者は、当該支出命令書の欄内に執行不能の旨を朱書し、これを事務局長に返

付しなければならない。 

２ 事務局長は、前項後段の支出命令書の返付を受けたときは、速やかに取消命令書により当該執行不能額につ



いて支出命令を取り消さなければならない。 

（平１２規則２、平１９規則２一部改正） 

（請求書等の記載事項） 

第２９条  支出命令書に添付すべき請求書又は支払調書には、次に掲げる事項を明記しなければならない。 

（１）   請求金額及びその内容 

（２）   請求年月日 

（３）   債権者の住所、氏名及び押印（組合職員が債権者又は資金前渡を受けた者であるときは、その職名、 氏

名及び押印） 

（昭４７規則１、平１２規則２一部改正） 

（支出命令書等の取扱い） 

第３０条  支出命令書その他金銭の支払の証拠書類は、第６条に規定するもののほか、次に定めるところにより

取り扱わなければならない。ただし、会計管理者が特別の理由があると認めるときは、会計管理者が別に定める

ところにより取り扱うことができる。 

（１）   支出命令書に添付すべき証拠書類で支出科目が２以上にわたる場合は、便宜の科目に添付し、各支出

命令書に証拠書類の所在を出力表示の方法により表記すること 

（２）   契約の履行を認めたときは、履行確認欄に履行確認の日を出力表示の方法により表記し、事務局長等

の証印をすること 

（３）   摘要欄には、支出目的を出力表示の方法により具体的に表記すること 

（４）   債権者が請求書の記載事項を訂正したときは、これに認印させること 

（５）   請求書又は支払調書の印鑑は、明りょうに押させ、再押させるときは、事務局長は、請求書又は支払

調書にその旨を記入して証印すること 

（６）   ゴム印等で使用ごとにその印影を異にするおそれがある印鑑は、使用させないこと 

（７）   事務局長等は、債権者の印鑑（代理人に支払う場合は、印鑑及び委任状）又は資金前渡受領者の資格

の照合について証印をすること 

（８）   電話料、水道使用料、公課その他官公署の納入通知書等による支払金については、支出命令書に当該

納入通知書等を添付し、その通数を出力表示の方法により表記すること 

（９）   数葉をもって１通とする請求書には、債権者に割印させること 

（１０） 請求書を２通以上添付する支出命令書には、その請求書の通数を出力表示の方法により表記するこ

と 

（平１２規則２、平１９規則２一部改正） 

（退隠料等年金の印鑑の届出） 

第３１条  削 除 

（平１２規則２一部改正、平２２規則３削除） 

第４節  収支の振替及び更正 

（振替命令書による整理） 

第３２条  次に掲げる事項は、振替命令書により整理するものとする。 

（１）  所属年度の誤りの訂正 

（２）  予算科目の誤りの訂正 

（３）  歳計剰余金の翌年度歳入への繰越 

（４）  翌年度歳入の繰上げ充用 



（５）  基金と他の会計相互間の振替 

２ 会計管理者は、前項各号の振替命令書の送付を受けたときは、これを審査し、会計帳簿を整理しなければな

らない。 

（昭４７規則１、平１９規則２一部改正） 

（更正命令書による整理） 

第３３条  削 除 

（平１２規則２削除） 

（支出命令書の取消） 

第３３条の２ 事務局長は、第２８条第２項に規定するもののほか、支出命令を取り消す必要があるときは、取

消命令書を発行しなければならない。 

（昭４７規則１、平１２規則２一部改正） 

 

第３章  歳入歳出外現金等 

（歳入歳出外現金等の管理） 

第３４条  組合の所有に属しない現金及び有価証券で法令の規定により徴すべきもの並びに債権の担保として徴

するもの（以下「歳入歳出外現金等」という。）については、事務局長がこれを管理し、会計管理者が別に口座

を設けてこれを保管しなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（歳入歳出外現金等の取扱い） 

第３５条  歳入歳出外現金等の出納及び保管は、次の各号によりこれを取り扱わなければならない。 

（１） 歳入歳出外現金等の納付については、事務局長は、第８条の規定に準じて行なうこと 

（２）   事務局長において歳入歳出外現金等を還付又は払出しをしようとするときは、当該還付又は払出しに 

かかる支出命令書を会計管理者に送付すること 

（３）   前各号の納入通知書等及び支出命令書には所定の口座名を明記すること 

（４）   事務局長は、歳入歳出外現金管理簿（保証金にあっては保証金受払簿）を備え、歳入歳出外現金等の

出納の経過を明らかにすること 

（５）   第２号の支出命令書で毎年３月３１日までに支払又は還付を終了することができないものは、無効と

し、会計管理者は、第２８条の規定に準じて当該支出命令書を事務局長に返付すること 

（昭４７規則１、平１２規則２、平１９規則２一部改正） 

（保証金としての有価証券） 

第３６条  保証金の納付に代えて納付することができる担保は、次に掲げるものとし、その取扱い価格は、当該

各号に定めるところによる。 

（１）  政府公債    券面額 

（２）  地 方 債    時価の９０％ 

（平２３規則１０一部改正） 

第３７条  保証金（現金に代えて納付される有価証券を含む。以下同じ。）の取扱いについては、次の各号に定め

るところによる。 

（１）  保証金を追徴し又はその一部を還付するときは、既納の保証金の金額を還付し、新らたに必要な額を納

付させるものとする。 

（２）  入札保証金は、入札保証金納付書により、契約保証金は、契約保証金納付書により会計管理者に一時保



管させるものとする。 

（平１９規則２一部改正） 

 

第４章  物 品 会 計 

（物品の分類） 

第３８条  物品は、次に掲げる区分により分類して整理しなければならない。 

（１）  備品 その品質又は形を変えることなく長期間にわたって使用できるもの 

（２）   消耗品 １回又は短期間の使用によって、その品質若しくは形を変え、又はその全部若しくは一部を

消耗するもの 

（３）   材料 工事又は作業の用に供せられ、建造物、製作品、加工品等の実体となるもの 

２ 前項の分類に基づく物品の品名及び単位は、会計管理者が定める。 

（平１２規則２一部削除、平１９規則２一部改正） 

（物品の年度区分） 

第３９条  物品の出納は、会計年度によって区分しなければならない。 

２ 物品の出納は、当該物品を出納した日の属する年度によるものとする。 

（物品の管理） 

第４０条  事務局長は、その所管に属する物品を管理するものとする。 

２ 会計管理者は、事務局長に対して、物品の管理に関して報告を求め、調査を行い、その他必要な措置を求め

ることができる。 

（平１９規則２一部改正） 

（物品の受入） 

第４１条  事務局長は、物品を購入又は交換するとき、借入れるとき、貸し付けた物品の返還を受けるとき、贈

与を受けるとき、その他物品の受入を要するときは、物品納付書により、当該物品の受入を会計管理者に通知す

るものとする。ただし、次の各号に掲げる物品については、物品納付書の発行を省略することができる。 

（１）  購入後直ちに贈与する物品 

（２）  儀式、会合等のため一時に消費する物品 

（３）  出張先において購入し、直ちに消費する物品 

（４）  新聞、雑誌その他これらに類する印刷物 

（５）  前各号に掲げるもののほか、購入後直ちに消費する物品 

２ 前項の通知は、受入れるべき物品の品質、数量等について必要な検査を行った後にこれを行なわなければな

らない。 

３ 会計管理者は、第１項各号に掲げる物品の受入については、出納簿の記載を省略することができる。 

（平１９規則２一部改正） 

（物品の交付） 

第４２条  事務局長は、物品を使用に供しようとするときは、物品請求書により使用者への交付を会計管理者に

通知するものとする。 

２ 会計管理者は、前項の通知があったときは、使用目的、数量、品質等の適否を審査のうえ、当該物品を交付

し、使用者の受領印を徴しなければならない。 

３ 日常使用する消耗品については、１月以内の所要予定数量を、材料については、そのつど需要見込数量を概

算交付することができる。 



４ 前項の規定により概算交付を受けた物品の使用者は、物品受払精算書により１月ごとに（１月ごとに精算し

がたいものにあっては、用務終了後すみやかに）精算しなければならない。ただし、会計管理者が指定した物品

については、精算を省略することができる。 

（平１９規則２一部改正） 

（物品の返納） 

第４３条  事務局長は、物品を使用する必要がなくなったとき、損傷等により使用することができなくなったと

き又は物品の使用者に異動があったときは、物品納付書によりすみやかに当該物品を会計管理者に返納させなけ

ればならない。 

２ 物品の使用者が死亡その他の事故により自ら返納することができないときは、事務局長は、他の職員に命じ

て当該物品を返納させなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（物品の保管） 

第４４条  使用中の物品は、事務局長の指定する者が保管するものとする。 

（保管物品の整理方法） 

第４５条  会計管理者は、その保管に係る物品を使用に適するもの、修理を要するもの、再用できるもの及び使

用することができないものに区分して整理しなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（修理及び再用） 

第４６条  会計管理者は、その保管に係る物品中、修理して使用することを適当と認めるもの及び本来の効用を

失ったものでなお、他の用途に再用できる見込みがあるものについては、その旨を事務局長に報告しなければな

らない。 

２ 事務局長は、前項の報告又は自らの調査により修理を要する物品又は再用できる物品があると認めるときは、

修理又は再用のための必要な措置を講じなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（不用の決定等） 

第４７条  会計管理者は、その保管に係る物品の中に使用することができない物品があるときは、不用物品報告

書を作成し、事務局長に報告しなければならない。 

２ 事務局長は、前項の報告又は自らの調査により使用することができない物品があると認めるときは、当該物

品について不用の決定をなし、売払い又は廃棄の手続をしなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（物品の売払い又は廃棄） 

第４８条  物品は、前条第２項の不用の決定をしたもののほか、売払いを目的とするものでなければ、売払うこ

とができない。 

２ 不用の決定をした物品のうち、売払うことが不適当であるもの、売払うことができないもの及び売払いの価

格が売払いに要する費用に満たないものは、これを廃棄することができる。 

３ 事務局長は、不用の決定をした物品について、売払い又は廃棄をするときは、物品引渡書により会計管理者

に通知するものとする。 

（平１９規則２一部改正） 

（物品の引渡し） 

第４９条  事務局長は、前条に定めるもののほか、物品を贈与又は交換するとき、貸し付けるとき、借入れた物



品を返還するときその他物品の引渡しを要するときは、物品引渡書により会計管理者に通知するものとする。 

（平１９規則２一部改正） 

（出納証拠書類の取扱い） 

第５０条  物品の出納に関する証拠書類の記載事項は、会計管理者が別に定める方法により訂正することができ

る。ただし、品名、数量及び単位（物品請求書にあっては、品名及び単位）は訂正してはならない。 

２ 前項に規定するもののほか、物品の出納に関する証拠書類は、会計管理者が別に定める方法により取り扱わ

なければならない。 

（平１２規則２、平１９規則２一部改正） 

（歩べり、はかり増し） 

第５１条  物品の品質により歩べり、はかり増し等による過不足を整理する必要があるときは、会計管理者は、

過不足調書を作成し、事務局長の承認を得て整理しなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（整理票等による備品の表示） 

第５２条  備品には、備品整理票を貼付するか又は焼印、ペイントその他の方法により品名、整理番号等を表示

しなければならない。ただし、表示をすることができないもの又は表示をすることが困難なものについては、こ

れを省略することができる。 

（現在高調査） 

第５３条  会計管理者及び事務局長は、毎年度末所管物品の現在高を調査し、物品現在高調査表によりその結果

を明らかにしておかなければならない。 

２ 前項の場合において、会計管理者及び事務局長は、調査を行なう職員のほかに立会人を指名して調査に立ち

合わせなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（保管物品等の検査） 

第５４条  会計管理者は、必要があると認めるときは、事務局長の備える帳簿の記載状況並びに保管物品の状況

を検査することができる。 

（平１９規則２一部改正） 

 

第５章  財産の記録管理 

（記録管理を要する財産の範囲） 

第５５条  会計管理者は、次の各号に掲げる財産の増減及び現在高について記録管理を行なわなければならない。 

（１）  公有財産に属するもの 

ア 土地及び建物 

イ 船舶 

ウ 有価証券 

（２）  備品のうちその単価が３０，０００円以上のもの 

（３）  当該年度の歳入にかかる債権以外の債権（金銭の給付を目的とするものに限る。） 

（平１９規則２、平２３規則１０一部改正） 

（報  告） 

第５６条  事務局長は、その保管に属する前条各号に掲げる財産について、３月末及び９月末における現在高並

びに当該期間中の増減をそれぞれ翌月の末日までに会計管理者に報告しなければならない。 



２ 前項の報告は、次の各号に掲げる報告書によって行なうものとする。 

（１）  公有財産増減及び現在高報告書 

（２）  物品増減及び現在高報告書 

（３）  債権増減及び現在高報告書 

（４）  基金増減及び現在高報告書 

（平１９規則２一部改正） 

 

第６章  決   算 

（決算書の調製） 

第５７条  会計管理者は、毎会計年度、歳入歳出決算調書を調製し、翌年度の８月３１日までに証書類、歳入歳

出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書とあわせて事務局長を経て管理者に提出しな

ければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

 

第７章  雑   則 

（会計管理者の記録管理） 

第５７条の２ 会計管理者は歳入歳出予算の収支状況及び現金の受払状況を、電子計算機処理によりデータファ

イルに記録して、整理しなければならない。 

（平１２規則２追加、平１９規則２一部改正） 

（会計管理者における調査等） 

第５７条の３ 会計管理者は、第１２条第２項並びに第４０条第２項及び第５４条に規定するもののほか、必要

があると認めるときは、事務局長に対し会計事務について報告を求め、又は調査を行うことができる。 

２ 会計管理者は、前項の規定による調査を行った場合において、会計事務の適正な執行を確保するため必要が

あると認めるときは、その結果を管理者に報告しなければならない。 

３ 管理者は、前項の規定による報告を受けた場合において、必要があると認めるときは、事務局長に対する必

要な指導を会計管理者に行わせることができる。 

（平１２規則２追加、平１９規則２一部改正） 

（帳  簿） 

第５８条  会計管理者は、別表の定めるところにより帳簿を備え現金及び財産の出納を記録しなければならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（帳簿取扱いの原則） 

第５９条  帳簿の取扱いについては、次の各号に定めるところによるものとする。 

（１）  帳簿には、各口座の索引を付すること 

（２）  帳簿の記載は、事務局長の報告書又は証拠書類により記載原因の発生のつどこれを行なうこと 

（３）  項目又は金額の記載は、遡及して記入できないこと 

（４）  金額その他の誤記の訂正は、その部分に朱線２線を引き取扱者において認印すること 

（５）  毎月末に月計及び累計を付すること 

２ 会計管理者の承認を得た場合においては、帳簿に代えて、ルーズリーフ式用紙を用いることができる。この

場合の取扱いについては、前項各号に定めるところによる。 

（平１２規則２一部追加、平１９規則２一部改正） 



（私金との混同禁止） 

第６０条  会計管理者並びに資金前渡を受けたものは、その取り扱う現金を私金と混同してはならない。 

（平１９規則２一部改正） 

（事故報告） 

第６１条  削 除 

（昭４７規則１削除） 

（帳簿の様式） 

第６２条  この規則に規定する帳簿及び書類の様式は、別記のとおりとする。ただし、これによりがたい場合に

おいては、事務局長は、会計管理者と協議して異なる様式を定めることができる。 

（平１９規則２一部改正） 

附  則 

この規則は、昭和４２年４月１日から施行する。 

附  則（昭４７．４．１ 規則１） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附  則（昭４９．４．１ 規則３） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和４９年４月１日から適用する。 

附  則（平１２．４．１ 規則３） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の淀川右岸水防事務組合会計規則の規定は、平成１２年度の会計事務から適用し、平

成１１年度の会計事務については、なお従前の例による。 

附  則（平１９．４．１ 規則２） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附  則（平２２．１２．１ 規則３） 

この規則は、平成２３年１月１日から施行する。 

附  則（平２３．１２．２６ 規則１０） 

この規則は、平成２４年１月１日から施行する。 

  



別 表 

帳     簿 

金 銭 会 計 

歳入予算内訳簿 

歳出予算内訳簿 

現金出納簿 

予算差引簿 

物 品 会 計 

備品台帳 

備品出納簿 

消耗品出納簿 

財産の記録管理 財産記録管理簿 

 

別記 様式一覧表 

第 １号様式   予算整理書 

第 ２号様式   削 除 

第 ３号様式   削 除 

第 ４号様式   納入通知書 

第 ５号様式   納付書 

第 ６号様式   歳入調定額通知書 

第 ７号様式   支出命令書 

第 ８号様式   振替命令書（収入・定額戻入） 

第 ９号様式   振替命令書（支出・歳入還付） 

第１０号様式   削 除 

第１１号様式   更正命令 書 

第１２号様式   取消命令 書 

第１３号様式   削 除 

第１４号様式   前金払報告書 

第１５号様式   削 除 

第１６号様式   削 除 

第１７号様式   保証金受払簿 

第１８号様式   入札保証金納付書 

第１９号様式   契約保証金納付書 

第２０号様式   物品納付書 

第２１号様式   物品請求書 

第２２号様式   物品検収報告書 

第２３号様式   物品引渡書 

第２４号様式   物品受払精算書 

第２５号様式   物品過不足調書 

第２６号様式   不用物品報告書 

第２７号様式   備品整理表 

第２８号様式   物品現在高調査表 

（ 
資金前渡・概算払 
支出委託精算書 

） 



第２９号様式   公有財産（土地及び建物）増減及び現在高報告書 

第３０号様式   物品増減及び現在高報告書 

第３１号様式   債権増減及び現在高報告書 

第３２号様式   基金増減及び現在高報告書 

第３３号様式   収入命令書 

第３４号様式   工事検査報告書 

（昭４７規則１、昭４９規則３、平１２規則２、平１９規則２一部改正） 
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平成    年度 淀川右岸水防事務組合歳出    平成   年   月   日発行 

款 項 目 

本書のとおり整理されたい 

淀川右岸水防事務組合 

管理者 大阪市長 

金 

 

額 

  百

万 

  千   円 

事務 

局長 

総務 

課長 
係員 

種   目   明   細 

節          

会 計 

管理者 
係員 記簿 

節          

節          

理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成   年   月   日 議決 決裁 

 



第４号様式 納入通知書 

納 入 通 知 書 

平成    年度 
 

款 項 目 

殿 

次のとおり納めて下さい。 

平成   年   月   日 

淀川右岸水防事務組合 

管理者 大阪市長 

金 

納 期 限 平成   年   月   日 

納 入 場 所 淀川右岸水防事務組合事務所 

請求の事由 

 



 収
入

報
告

書
 

第
 

 
 
 
 

 
号
 

目
 

細
節
 

 

納
入
事
由

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
殿
 

 平
成

 
 
 
 
年
 
 
 
 
月

 
 
 
 
日
 

上
記
の
と
お
り
収
入
し
ま
し
た
。
 

発
行
番
号
 

項
 

平
成
 
 
 
 
年
度
 

款
 

節
 金

 
 
 
額
 

 

第
５
号
様
式

 
納
 
付

 
書
 

納
付
書
・
領
収
証
書

 

第
 
 
 
 
 
 
号
 

目
 

細
節
 

 

納
入
事
由

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
殿
 

平
成
 
 
 
 
年
 
 
 
 
月

 
 
 
 
日
 

上
記
の
と
お
り
領
収
し
ま
し
た
。
 

淀
川
右
岸
水
防
事
務
組
合
会
計
管
理
者
 

発
行
番
号
 

項
 

平
成
 

 
 

 
年
度
 

款
 

節
 金

 
 

 
額
 



第６号様式 歳入調定額通知書 

  

歳 入 調 定 額 通 知 書  

平成    年度 淀川右岸水防事務組合 歳入 調定第   号 平成  年  月  日発行 

款 項 目 

事務局長 総務課長 係  員 
金

額 

円 

 

千 

 

百
万 

会 計 
管理者 

記  簿  

種   目   明   細 

節 
前回までの 

調 定 額 
今回の調定額 調定累計額 調定の区分 

 円 円 円 
定  随 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     



第７号様式の１ 支出命令書（仕訳書） 

 

 
支 出 命 令 書 

 

平成   年度淀川右岸水防事務組合  歳出 平成    年    月    日発行 

支第    号 
事務局長 予算照査 会計管理者 係 員 

款 総務課長 平成 年 月 日 

履行確認 

支払日付印 

項 係 員 印   鑑 

委任状照合 

資   格 

目 記簿 決 議 番 号 

節 細節 
百万      千     円 

       

節 細節 
 

       

用途  合計  

支 払 調 書（仕 訳 書） 

金額 

ただし 

 

 

 

住 所（職名） 

 

氏名印 

 
上記の金額領収しました。 

  平成    年    月    日 

    氏名印 

    淀川右岸水防事務組合会計管理者 殿 

 収 入 

印 紙 

 

 

 



第７号様式の２ 支出命令書（請求書） 

 

 
支 出 命 令 書 

 

平成   年度淀川右岸水防事務組合  歳出 平成    年    月    日発行 

支第    号 
事務局長 予算照査 会計管理者 係 員 

款 総務課長 平成 年 月 日 

履行確認 

支払日付印 

項 係 員 印   鑑 

委任状照合 

資   格 

目 記簿 決 議 番 号 

節 細節 
百万      千     円 

       

節 細節 
 

       

用途  合計  

請 求 書 

金額  平成 年 月 日 
履行 
第 回中間金（出来高  ％） 

契約年月日 種 別 内 訳 数量（単位） 単  価 金  額 

     円 円 

       

       

       

上記のとおり請求します。 

平成    年    月    日 

住 所 

氏名印 

淀川右岸水防事務組合管理者 殿 

 
上記の金額領収しました。 

  平成    年    月    日 

    氏名印 

    淀川右岸水防事務組合会計管理者 殿 

 収 入 

印 紙 

 

 

 



第８号様式 振替命令書（収入、定額戻入） 

振 替 命 令 書 

収 入 、 定 額 戻 入 れ す る 科 目 

平成    年度 淀川右岸水防事務組合 歳 
入
出 

振第   号 
平成  年  月  日発

行 

款 項 目 

本書のとおり振替えされたい。 

淀川右岸水防事務組合 

管理者 大阪市長 

 

  百

万 

  千   円 

事務 

局長 

総務 

課長 
係員 

種   目   明   細 

節          

会 計 

管理者 
係員 記簿 

節          

節          

金  額 

振替内容 

振替（通知）理由 

平成    年    月    日 
認  定 
支出負担行為変更通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９号様式 振替命令書（支出、歳入還付） 

振 替 命 令 書 

支 出 、 歳 入 還 付 す る 科 目 

平成    年度 淀川右岸水防事務組合 歳 
入
出 

振第   号 平成 年 月 日発行 

款 項 目 

本書のとおり振替えされたい。 

淀川右岸水防事務組合 

管理者 大阪市長 

 

  百

万 

  千   円 

事務 

局長 

総務 

課長 
係員 

種   目   明   細 

節          

会 計 

管理者 
係員 記簿 

節          

節          

金  額 

振替内容 

振替理由 

平成    年    月    日 
支出負担行為変更通知 
調定変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第１１号様式 更正命令書（資金前渡、概算払、支出委託精算用） 

更 正 命 令 書 

平成    年度 淀川右岸水防事務組合 歳 
入 
出 

更第   号 平成  年  月  日発行 

款 項 目 

本書のとおり更正されたい。 

淀川右岸水防事務組合 

管理者 大阪市長 

金 

額 

  百

万 

  千   円 

事務 

局長 

総務 

課長 
係員 

種   目   明   細 

節          

会 計 

管理者 
係員 記簿 

節          

節          

資金前渡・概算払・支出委託精算書 

平成    年    月    日受領した「 

」の経費資金前渡・概算払・支出委託の精算 

前 渡 受 領 額 

 百
万 

  千   円 
内

訳 

前 月 繰 越 額 円 

本月分受領額 円 

支 払 額 

        

支 払 件 数 

件 

差引 
剰余 

不足 
額 

        繰 越 返 納 平成 年 月 日 

追 給 平成 年 月 日 

  

上記のとおり別紙証拠書類    通添付のうえ精算します。 

平成    年    月    日 

職 氏 名 印 

淀川右岸水防事務組合 
管理者 大阪市長                           殿 

 



第１２号様式 取消命令書 

取 消 命 令 書 

平成    年度 淀川右岸水防事務組合 歳出 更第   号 平成  年  月  日発行 

款 項 目 

本書の金額取り消されたい。 

淀川右岸水防事務組合 

管理者 大阪市長 

金 

額 

  百

万 

  千   円 

事務 

局長 

総務 

課長 

種   目   明   細 

節          

会 計 

管理者 
係員 

節          

節          

取消の内容 

債権者の住所 

（職）氏名 

取 消 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１４号様式 前金払報告書 

前 金 払 報 告 書  

平成    年度 淀川右岸水防事務組合 歳出 前報第   号 平成  年  月  日発行 

款 項 目 

事務 

局長 

総務 

課長 
係員 

金 

額 

  百

万 

  千   円 

会 計 

管理者 
記簿 

種   目   明   細 

節 
         

前 金 払 

支出命令 
平成  年  月  日支第  号 節 

         

平成   年   月   日支出済 節 
         

実施 
平成  年  月  日から 

平成  年  月  日まで 

履行確認 
証  印 

 

 

 



第１７号様式 保証金受払簿 

保 証 金 受 払 簿  

年月日 番号 摘 要 

金    額 

住 所 氏  名 備 考 

納付額 還付額 現在額 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 



第１８号様式 入札保証金納付書 

入 札 保 証 金 納 付 書  

平成   年   月   日 

淀川右岸水防事務組合 

管理者 大阪市長                  殿 

 

入札人住所 

氏名  印 

 

次の金額を入札保証金として納付します。 

金 

 ただし 

 

 

 

 

上記の金額の還付を受けました。 

平成  年  月  日 

入札人住所 

氏名  印 

 

 

 

  



第１９号様式 契約保証金納付書 

契 約 保 証 金 納 付 書  

平成   年   月   日 

淀川右岸水防事務組合 

管理者 大阪市長                  殿 

 

請負人住所 

氏名  印 

 

次の金額を契約保証金として納付します。 

金 

 ただし 

 

 

 

 

上記の金額の還付を受けました。 

平成  年  月  日 

請負人住所 

氏名  印 

 

 

 

  



第２０号様式 物品納付書 

物 品 納 付 書 

品   名 品質・形状 数量・単位 単 価 金 額 摘 要 

      

      

      

      

      

      

平  成           年  度 納 付 場 所  

科

目 

款 
納付の事由 納付者の住所氏名 

項 

目 

節 

細節 平成  年 月 日受領 

事 務 局 長 会計管理者 総務課長 係  員 記  簿 帳 

     

頁 

頁 

 



第２１号様式 物品請求書 

物 品 請 求 書 

品   名 品質形状 数量単位 単 価 金 額 摘 要 

   
円 円 

 

      

      

      

      

      

平  成       年  度 使用目的 

科

目 

款 
職 氏 名 

 

項 

目 

節 平成   年   月   日請求 ㊞ 

細節 平成   年   月   日受領 ㊞ 

事 務 局 長 会計管理者 総務課長 係  員 記 簿  帳 番 頁 

     

 



第２２号様式 物品検収報告書 

 

物 品 検 収 報 告 書 

平成  年  月  日 

淀川右岸水防事務組合 

 管理者 大阪市長                殿 

 検査員 
（職名） 
（氏名） ㊞ 

 立会人 
（職名） 
（氏名） 

㊞ 

物品検査の結果次のとおり契約書ならびに仕様書に適合するものと認めます。 

 

記 

 

物 品 名 

 

品 質 ・ 形 状 

 

数 量 

 

物 品 納 入 者 

 

金 額 

 

購 入 契 約 年 月 日 平 成    年    月    日 

納 入 期 限 

平 成    年    月    日  か ら 

平 成    年    月    日  ま で 

納 入 年 月 日 平 成    年    月    日 

検 査 年 月 日 平 成    年    月    日 

事務局長 課  長 係  員 

 



第
２
３
号
様
式

 
物
品
引
渡
書
 

係
 

 
員
 

頁
 

           

平
成

 
 
年

 
 
月

 
 
日
決
裁
済
 

平
成

 
 
年

 
 
月

 
 
日
 

整
理
番
号
 

帳
 
番
 

           

総
務
課
長
 

記
 
簿
 

所
 
在

 
場

 
所
 

           

事
務
局
長
 

引
き
渡
し
日
 

物
品
取
扱
員
 

物
 
 
品
 
 
引
 
 
渡
 
 
書

 

帳
簿

価
格
 

金
 

 
額
 

 
 
 

 
円
 

          

引
き
渡
し
の
事
由
 

単
 
価
 

 
 
 
 
円
 

          

数
量
・
単
位
 

           

  受
領
印
 

品
質
・
形
状
 

           

引
き
渡
し
先
 

  職
 
氏

 
名
 

品
 
 
 
 
名
 

           

分
 

 
類
 

           



 

第
２
４
号
様
式

 
物
品
受
払
精
算
書
 

物
品

受
払

精
算

書
 

平
成

 
 
 
 
年
 

 
 
月
 
 
 
日
 

会
計
管
理
者
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
殿
 

係
氏
名

 
印
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
㊞
 

次
の
と
お
り
精
算
し
ま
す
。
 

物
品
取
扱
員
 

摘
 

 
要
 

         

備
考
 
摘
要
欄
に
は
繰
越
し
又
は
返
納
月
日
を
記
入
す
る
こ
と
。

 

 

差
引
数
量
 

         

平
成

 
 
年

 
 
月

 
 
日
か
ら
 

平
成

 
 
年

 
 
月

 
 
日
ま
で
 

使
用
数
量
 

         

受
 
 
 
 
 
入
 

当
期
受
入
数
量
 

         

係
 
 
員
 

繰
越
数
量
 

         

総
務
課
長
 

単
 
 
価
 

円
 

        

事
務
局
長
 

品
質
・
形
状
 

         

分
 

 
類
 

品
 

 
名
 

         



  

第
２
５
号
様
式
 
物
品
過
不
足
調
書
 

物
品

過
不

足
調

書
 

事
務
局
長
 
殿

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平
成

 
 
 
年
 
 
 
月
 

 
 
日
 

 

日
 

会
計
管
理
者

 
氏
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
㊞

 

 

頁
 

        

帳
 
番
 

        

過
不
足
の
 

原
 

 
因
 

        

差
引
過
不
足
額
 

金
 
額
 円
 

       

数
量
・
単
位
 

        

現
品
現
在
高
 

金
 
額
 円
 

       

数
量
・
単
位
 

        

帳
簿
現
在
高
 

金
 
額
 円
 

       

数
量
・
単
位
 

        

単
価
 円
 

       

品
質
・
形
状
 

        

品
 
名
 

        



第２６号様式 不用物品報告書 

不 用 物 品 報 告 書  

平成  年  月  日  

 事務局長 殿 

会計管理者 氏名        ㊞  

次のとおり報告します。 

品 名 品質・形状 数量・単位 
帳 簿 価 格 

所在場所 
使用不適の 

事   由 単 価 金  額 

   円 円   

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 



第２７号様式 物品整理表 

 

 

備 品 整 理 票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３０ｍｍ 

５０ｍｍ 

淀川右岸備品 

物物物品番号 

 

 

 

整理番号 

 



第２８号様式 物品現在高調査表 

 

物 品 現 在 高 調 査 表  

調査 平成  年  月  日 

提出 平成  年  月  日 

品  名 品質・形状 
帳簿現在高 
数量・単位 

現品現在高 
数量・単位 

差   引 
過△不足高 

摘   要 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

事務局長                  殿 

調査担当者 

立会人職氏名印 

  



第２９号様式 公有財産（土地及び建物）増減及び現在高報告書 

 

事務 
局長 

総務 
課長 

係員 平成   年   月末 

区

分 

土               地 

建 

木            造 

月から 

の繰越 

高 

月から 

月まで 
増減高 

 月末 

現在高 

月から 

の繰越 

高 

月から 

月まで 
増減高 

月末 

現在高 

増 減 増 減 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

 



 

 

公有財産（土地及び建物）増減及び現在高報告書 

物 

 
非    木    造 計 

 

月から 

の繰越 

高 

月から 

月まで 
増減高 

 月末 

現在高 

月から 

の繰越 

高 

月から 

月まで 
増減高 

月末 

現在高 

増 減 増 減 

 
数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

数量 
㎡ 

金額 
円 

   

 

              

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

 



第３０号様式 物品増減及び現在高報告書 

事務局長 総務課長 係  員  

平成 年 月末物品増減及び現在高報告書 

区  分 

 月からの 

繰 越 高 

月から  月までの増減高 
  月 末 

現 在 高 
備 考 増 減 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

 点 円 点 円 点 円 点 円  

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

 



第３１号様式 債権増減及び現在高報告書 

事務局長 総務課長 係  員  

平成 年 月末債権増減及び現在高報告書 

区  分 
 月からの 

繰 越 高 

月から  月までの増減高 
  月 末 

現 在 高 
備 考 

増 減 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 



第
３
２
号
様
式

 
基
金
増
減
及
び
現
在
高
報
告
書
 

平
成
 
 
年
 
 
月
末
基
金
増
減
及
び
現
在
高
報
告
書

 備
 
 
 
 
考
 

           

月
末
現
在
高
 

           

月
か
ら

 
 
月
ま
で
の
増
減
高
 

減
 

円
 

          

増
 

円
 

          

月
か
ら
の
繰
越
高
 

円
 

          

係
 
 
 
員
 

基
 
 
 
 
金

 
 
 
 
名
 

           

総
務
課
長
 

事
務
局
長
 

 

  



第３３号様式 収入命令書 

 
収 入 命 令 書 

 

平成    年度 淀川右岸水防事務組合 歳入 平成    年    月    日発行 

款 項 目 

本書の金額収入されたい   

淀川右岸水防事務組合 

管理者 大阪市長 

金 

 

額 

  百

万 

  千   円 

事務 

局長 

総務 

課長 
係員 

種   目   明   細 

節          

会 計 

管理者 
係員 記簿 

節          

節          

金 

ただし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３４号様式 工事検査報告書 

 

工 事 検 査 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

淀川右岸水防事務組合 

 

 管理者 大阪市長                殿 

 

 

検査員 

（職名） 

（氏名） 

㊞ 

 

立会人 

（職名） 

（氏名） 

㊞ 

 

工事検査の結果次のとおり契約書ならびに仕様書に適合するものと認めます。 

 

記 

工 事 名  

請 負 者  

請 負 金 額  

請 負 契 約 年 月 日 平 成    年    月    日 

工 期 

平 成    年    月    日  か ら 

平 成    年    月    日  ま で 

完 成 年 月 日 平 成    年    月    日 

検 査 年 月 日 平 成    年    月    日 

事務局長 課長 係員 

 


